
いいえ！経過措置として、発行済みの健康保険証は廃止日から最大1年間
（令和7年12月1日まで）使用することができます。
なお、退職等で健康保険の資格を喪失した場合は、退職日の翌日以降使用できません。
※令和7年12月1日までに退職等で使用できなくなった健康保険証は、「資格喪失届」提出時に返却願います。
　令和7年12月2日以降については、健康保険証の自己破棄も可能です。

令和6年12月2日以降、健康保険証は使えないの？

　オンライン資格確認等システムを導入していない医療機関等であって、スマートフォンをお持ちでない
方は、マイナ保険証とあわせて「資格情報のお知らせ」（令和6年9月、令和7年1月発送）を提示いただく
ことで受診することができます。

受診方法の詳細や「資格確認書」の発行についてなど、健康保険証廃止後の
制度のポイントをまとめた資料を作成いたしました。ぜひご覧ください。

※マイナンバー制度やマイナンバーに関する一般的なお問い合わせは、国のマイナンバー総合フリーダイヤル（0120-95-0178）にお願いします。

マイナンバーカードをお持ちでない等、マイナ保険証を使用することができない状況にある方については、
「資格確認書」で医療機関等を受診することができます。

　利用できるのは、オンライン資格確認等システムを導入している
医療機関等です。

導入している
医療機関等はこちら
（厚生労働省ホームページ）

（マイナンバーが適切に登録できている場合）
パターン

　オンライン資格確認等システムを導入していない医療機関等でも、マイナ保険証とあわせてマイナ
ポータルの資格情報画面（スマートフォン）を提示いただくことで受診することができます。



〒920-8767　金沢市南町4-55　WAKITA金沢ビル9階
協会けんぽのメールマガジン
登録＆バックナンバーはコチラから

本来は18,865円のところ… 自己負担額 最大 5,282円

　２つの健診の大きな違いは検査項目の充実度です。
　「事業者健診」は、労働安全衛生法で義務付けられている定期健康診断の基本的な項目による健診ですが、
「生活習慣病予防健診」は、それに加えがん検診が含まれています。


